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１．新地方公会計制度の概要 

 

（１）制度導入の背景 

現在、地方公共団体（公営企業会計を除く）の会計手法は、歳入と歳出を現金の受

け渡しの時点で認識する現金主義を採用し、毎年度、会計年度独立の原則に基づいて

単年度会計、単式簿記による歳入・歳出の収支計算により決算書等を作成しています。 

このような状況の中で、平成１８年８月３１日の総務事務次官通知「地方公共団体

における行政改革の更なる推進のための指針（地方行革新指針）」により、地方公共

団体における公会計の推進が要請され、平成１９年１０月１７日に総務省から通知さ

れた「公会計の整備推進について」及び「新地方公会計制度研究会報告書」では具体

的に普通会計ベース及び連結ベースの財務書類４表（貸借対照表、行政コスト計算書、

純資産変動計算書、資金収支計算書）を人口３万人以上の市では平成２１年度までに

整備する旨方針が示されました。 

「新地方公会計制度研究会報告書」において２つの財務書類作成モデルとして『基

準モデル』と『総務省方式改訂モデル』が示されました。２つのモデルでは作成過程

に違いがあり、『基準モデル』ではすべての資産台帳の整備と個別出納データ単位で

の複式簿記の考え方が初期の段階から必須としているのに対し、『総務省方式改訂モ

デル』では、暫定的に決算統計等の集計データの活用が認められています。（総務省

方式改訂モデルにおいても、段階的な固定資産台帳の整備と複式簿記の考え方の導入

が求められています。） 

当市では平成２２年度決算について、昨年度に引き続き『総務省方式改訂モデル』

にて財務書類を作成し公開することとしました。 

 

（２）財務書類４表とは 

財務書類４表とは、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資

金収支計算書」の総称であり、官庁会計における「単式簿記」、「現金主義」で作成し

た歳入歳出決算書とは異なり、民間企業における「複式簿記」、「発生主義」の考え方

を採用し作成された財務書類です。 

財務書類４表を作成することで、現行の現金主義の会計制度では把握することが困

難な、建物等の現在の価値、地方債の償還金や退職手当引当金などの将来的に必要な

支出、建物等の減価償却による費用などを算定し、資産・債務にかかるストック情報

や行政サービスを提供するために発生した情報を把握することができます。 

なお、普通会計財務書類に加え、その他の特別会計、企業会計や、志摩市と他の自

治体と共同で行政サービスを実施している一部事務組合・広域連合等も一つの行政サ

ービス実施主体とみなし、連結財務書類も作成しています。 
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 ①貸借対照表 

地方公共団体が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、そ

の資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示した

一覧表です。資産合計額（左側）と負債・純資産合計額（右側）が一致し、左右が

バランスしていることからバランスシートとも呼ばれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②行政コスト計算書 

４月１日から翌年３月３１日までの１年間の行政活動のうち扶助費や施設の維

持管理、他団体への補助金など地方公共団体の資産形成に結びつかない行政サービ

スに係る経費と、利用者が負担した使用料や手数料など行政サービスの対価として

得られた財源を対比させた財務書類です。 

 

 ③純資産変動計算書 

貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間でどのように変動し

たかを表している計算書です。 

純資産の部は今までの世代が負担してきた金額が計上されていますので、１年間

で今までの世代が負担してきた部分が増えたのか減ったのかがわかります。 

 

 ④資金収支計算書 

資金収支計算書は、年度内における資金の収入及び支出を性質の異なる３つの区

分（「経常的収支の部」、「公共資産整備収支の部」、「投資・財務的収支の部」）に分

けて表示した財務書類です。地方公共団体のどのような活動に資金が必要とされ、

それをどのように賄ったのか（資金の調達源泉）を読み取ることができ、年度末に

おける資金残高を計算しています。 

 

 ⑤財務書類４表の相互関係 

これまで、各財務書類について解説してきましたが、４つの表は相互に関連して

います。一つひとつの表を理解することも重要ではありますが、４つの表を相互に

 

 

 

資産 

（プラス財産） 

 

負債 

（マイナス財産） 

純資産 

（財産の差額） 

使う資産 

（例：インフラ資産、施設） 

売れる資産、回収する資産 

（例：売却予定土地、貸付金） 

将来世代の負担 

（例：地方債、将来支払う職

員の退職金） 

国・県の負担、過去又は現世

代の負担 

（例：補助金、これまでに収

納した税金） 
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関連付けて理解することが志摩市の財政状況を把握するうえで最も重要となりま

す。 

【貸借対照表】         【行政コスト計算書】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①                ②                 ③ 

     【資金収支計算書】        【純資産変動計算書】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 貸借対照表の資産のうち歳計現金（資金）の金額は、資金収支計算書の期末歳

計現金（資金）残高と対応します。貸借対照表では、現金の残高だけを表示して

いますが、資金収支計算書では、現金の残高になるまでの明細も表示しています

ので、資金収支計算書は貸借対照表の現金の明細表と言えます。 

 

② 貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額として計算されますが、

これは純資産変動計算書の「期末純資産残高」と対応します。前年度の貸借対照

表の純資産の部の額が今年度の純資産の部の額に変化した内容を増加と減少に

分けて表示したもので、①と同様に純資産変動計算書は貸借対照表の純資産の部

の明細表と言えます。 

 

③ 行政コスト計算書の「純経常行政コスト」の金額は、経常行政コストと経常収

益の差額ですが、これは純資産変動計算書の「純経常行政コスト」と対応します。 

 

資 産 

 

 

 

 

負 債 

 

 

経常行政コスト 

 

経常収益 

 

 

歳計現金（資金）増減額 

収 入 

 

支 出 

 ＋ 

期首歳計現金（資金）残高 

 

 

 

期首純資産残高 

 

 

 ＋ 

一般財源・補助金受入等 

 ± 

資産評価替・科目振替等 

 

 

純資産 

歳計現金 

（資金） 

― 

＝ 

 ＝ 

期末歳計現金（資金）残高 

― 

純経常行政コスト 

 

純経常行政コスト 

 

＝ 

期末純資産残高 

― 
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２．普通会計財務書類について 

 

（１）普通会計財務書類の作成基準 

志摩市の普通会計財務書類は、「新地方公会計制度実務研究会報告書」に基づき、「総

務省方式改訂モデル」で作成しています。 

 

①対象会計 

この財務書類は、次の会計からなる普通会計を対象としています。 

・一般会計 

・住宅新築資金等貸付事業特別会計 

・公共用地取得整備特別会計 

 

②作成基準日 

平成２３年３月３１日を作成基準日としています。 

出納整理期間（平成２３年４月１日～５月３１日）における取引は、基準日まで

に終了したものとして処理しています。 

 

③基礎数値 

原則として昭和４４年度から平成２２年度までの地方財政状況調査（決算統計）

における数値、平成２２年度決算書等の数値を使用しています。 

 

④回収不能見込額の計上方法 

回収不能見込額の計上については、それぞれの収入科目において「不納欠損額／

（滞納繰越収入額＋不納欠損額）」の過去の不納欠損実績率により推計し算定・計

上しています。 

 

⑤退職手当引当金の計上方法 

退職手当引当金の計上については、特別職を含む全職員が年度末に普通退職した

と仮定して算定・計上しています。 

 

⑥公共資産の評価方法 

公共資産の計上については、再調達価額によることとされていますが、「総務省

方式改訂モデル」については段階的整備が認められており、有形固定資産について

は取得価額（昭和４４年度から平成２２年度までの地方財政状況調査における普通

建設事業費）で、売却可能資産については再調達価額で計上しています。 

また、売却可能資産については、普通財産（公用又は公共用に供されていない、

又は供される予定でない財産）のうち売却可能な土地及び建物を計上しており、再

調達価額の算定については、主に固定資産税評価を基礎とした評価（評価基準日：
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平成２３年１月１日）により行っています。 

 

⑦有形固定資産の耐用年数 

有形固定資産は、「新地方公会計制度実務研究会報告書」で示された耐用年数に

従い、残存価額を０とする定額法により減価償却しています。なお、土地について

は減価償却をしていません。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地方財政状況調査（決算統計）とは・・・ 

 

 総務省により地方自治法第２５２条の１７の５第２項の規定に基づき

毎年行われるもので、前年度の地方公共団体の決算に関する統計調査で

す。予算執行を通じて地方公共団体がどのような行政運営を行ったかを見

るための基礎資料となり、この調査数値を用いて様々な財政指数が計算さ

れます。 
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（２）平成２２年度決算に基づく財務書類４表 

 

 （２）－１  

①貸借対照表 

  平成２２年度末の志摩市の「資産」は、１，０７１億６百万円あります。この「資

産」を形成するための財源は、国・県の補助金やこれまでの世代が負担した「純資

産」が７１３億６千９百万円、将来世代の負担である「負債」は３５７億３千７百

万円となっています。おおむね「負債」が３３．４％、「純資産」が６６．６％の

割合となっています。 

 

貸 借 対 照 表 

（平成 23 年 3 月 31 日） 

（単位:千円） 

【資産の部】 【負債の部】 

１．公共資産 

(1)有形固定資産 

(2)売却可能資産 

 

 

 

２．投資等 

(1)投資及び出資金 

(2)貸付金 

(3)基金等 

(4)長期延滞債権 

(5)回収不能見込額 

 

 

３．流動資産 

 (1)現金預金 

 (2)未収金 

 

 

95,917,297 

95,665,743 

251,554 

 

 

 

8,022,229 

2,563,426 

330,676 

4,116,796 

1,572,474 

▲561,143 

 

 

3,166,826 

3,001,314 

165,512 

１．固定負債 

 (1)地方債 

 (2)長期未払金 

 (3)退職手当引当金 

 (4)損失補償等引当金 

 

２．流動負債 

 (1)翌年度償還予定地方債 

 (2)短期借入金 

 (3)未払金 

 (4)翌年度支払予定退職手当 

 (5)賞与引当金 

32,613,306 

26,672,699 

284,685 

5,655,922 

0 

 

3,124,121 

2,751,982 

0 

80,484 

0 

291,655 

負 債 合 計 35,737,427 

【純資産の部】 

１．公共資産等整備国県補助金等 

２．公共資産等整備一般財源 

３．その他一般財源 

４．資産評価差額 

17,146,104 

67,644,561 

▲13,081,186 

▲340,554 

純 資 産 合 計 71,368,925 

資産合計 107,106,352 負債・純資産合計 107,106,352 
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②前年度貸借対照表との比較 

  前年度の貸借対象と比較して資産合計は、１，０５７億５千９百万円から１，０

７１億６百万円と１３億４千７百万円の増加となっています。 

一方これに対応するものとして将来返済が必要な負債合計は、３４４億２千１百

万円から３５７億３千７百万円と１３億１千６百万円増加しています。 

  また、資産に対する割合は、負債が３２．５％から３３．４％と０．９ポイント

増加し、純資産が６７．５％から６６．６％と０．９ポイント減少しており、前年

度と比べて負債の割合が増加していることから、将来への負担は増加傾向にあると

いえます。 

（単位:千円） 

 
平成２１年度末 

Ａ 

平成２２年度末 

Ｂ 

増減額 

Ｂ－Ａ 

１．公 共 資 産 96,198,492 95,917,297 ▲281,195 

２．投  資  等 7,559,983 8,022,229 462,246 

３．流 動 資 産 2,000,628 3,166,826 1,166,198 

資 産 合 計（Ａ） 105,759,103 107,106,352 1,347,249 

１．固 定 負 債 31,452,735 32,613,306 1,160,571 

２．流 動 負 債 2,967,778 3,124,121 156,343 

負 債 合 計（Ｂ） 34,420,513 35,737,427 1,316,914 

純 資 産 合 計（Ｃ） 71,338,590 71,368,925 30,335 

負債・純資産合計 105,759,103 107,106,352 1,347,249 

 

 
平成２１年度末 

Ａ 

平成２２年度末 

Ｂ 

増減額 

Ｂ－Ａ 

（Ｂ）／（Ａ） 32.5％ 33.4％ 0.9 

（Ｃ）／（Ａ） 67.5％ 66.6％ ▲0.9 
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 （２）－２ 行政コスト計算書 

  平成２２年度の「経常行政コスト」は、減価償却費や退職手当引当金といった非

現金支出を含め２１０億８百万円、これに対して「経常収益」は６億１千５百万円

（受益者負担割合は２．９％）で差引き「純経常行政コスト」は２０３億９千３百

万円となっています。 

 

行 政 コ ス ト 計 算 書 

自 平成 22 年 4 月 1 日 

至 平成 23 年 3 月 31 日 

（単位：千円）     

 金 額 （構成比率） 

【経常行政コスト】 21,008,315 100.0% 

１．人にかかるコスト 

 (1)人件費 

 (2)退職手当引当金繰入等 

 (3)賞与引当金繰入額 

 

２．物にかかるコスト 

 (1)物件費 

 (2)維持補修費 

 (3)減価償却費 

 

３．移転支出的なコスト 

 (1)社会保障給付 

 (2)補助金等 

 (3)他会計等への支出額 

 (4)他団体への公共資産整備補助金等 

 

４．その他のコスト 

 (1)支払利息 

 (2)回収不能見込計上額 

 (3)その他行政コスト 

4,680,115 

4,209,538 

178,922 

291,655 

 

7,030,579 

3,157,385 

167,455 

3,705,739 

 

8,809,644 

3,099,729 

2,543,869 

2,935,878 

230,168 

 

487,977 

477,831 

10,146 

0 

22.3% 

20.0% 

0.9% 

1.4% 

 

33.5% 

15.0% 

0.8% 

17.6% 

 

41.9% 

14.8% 

12.1% 

14.0% 

1.1% 

 

2.3% 

2.3% 

0.0% 

0.0% 

   

【経常収益】 614,965  

１．使用料・手数料 

２．分担金・負担金・寄附金 

573,129 

41,836 

 

   

（差引）純経常行政コスト 20,393,350  
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 （２）－３ 純資産変動計算書 

  平成２２年度の純経常コスト２０３億９千３百万円に対して、地方税や地方交付

税などの一般財源が１６１億２千３百万円、補助金が４６億７千５百万円ありまし

たが、災害復旧事業費など臨時的な要因によるコストが３億１千６百万円、売却可

能資産の評価額の減少などによる要因で資産評価替えによる変動額が５千９百万

円となっています。 

その結果、期首に７１３億３千９百万円であった純資産残高が、期末では７１３

億６千９万円の純資産残高となり３千万円増加することとなりました。 

 

純 資 産 変 動 計 算 書 

自 平成 22 年 4 月 1 日 

至 平成 23 年 3 月 31 日 

（単位：千円）         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

30,335 

 

 

 

 純資産合計 

【期首純資産残高】 71,338,590 

 純経常行政コスト 

 

 一般財源 

  地方税 

  地方交付税 

  その他行政コスト充当財源 

 

 補助金等受入 

 

 臨時損益 

  災害復旧事業費 

  公共資産除売却損益 

  投資損失 

 

 資産評価替えによる変動額 

 

 無償受資産受入 

 

 その他 

▲20,393,350 

 

16,123,449 

5,807,722 

8,654,619 

1,661,108 

 

4,675,075 

 

▲316,213 

▲6,098 

▲25,413 

▲284,702 

 

▲58,626 

 

0 

 

0 

【期末純資産残高】 71,368,925 
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 （２）－４ 資金収支計算書 

  「経常的収支の部」で生じた余剰（黒字）５５億５千６百万円で、「公共資産整

備収支の部」の収支不足（赤字）１４億３百万円と「投資・財務的収支の部」の収

支不足（赤字）４０億８千３百万円を補てんしています。 

 「経常的収支の部」の黒字額が、「公共投資整備収支の部」と「投資・財務的収支

の部」の収支不足額の合計よりも少ないため、期首に６億４千５百万円あった現金

が、期末では６千９百万円増加し、７億１千４百万円となっています。 

 

【経常的収支の部】  【公共資産整備収支の部】 

収 入 

22,742,613 千円 

 

・地方税 

・地方交付税 

・国県補助金 

・使用料、手数料 

・分担金、負担金等 

・諸収入 

・地方債発行額 

・基金取崩額 

・その他 

 

支 出 

17,187,085 千円 

 

・人件費 

・物件費 

・社会保障給付 

・補助金等 

・支払利息 

・他会計等への事務

費充当財源繰出 

・その他 

 収 入 

2,392,128 千円 

 

・国県補助金 

・地方債発行額 

・基金取崩額 

・その他 

 

支 出 

3,795,524 千円 

 

・公共資産整備支出 

・公共資産整備補助

金等 

・他会計等への建設

費充当財源繰出 

 

 

 収支不足 ② 

1,403,396 千円 

   

 【投資・財務的収支の部】 

収支余剰 ① 

5,555,528 千円 

 収 入 

617,038 千円 

 

・国県補助金等 

・貸付金回収額 

・基金取崩額 

・地方債発行額 

・公共資産等売却収入  

・その他 

支 出 

4,700,419 千円 

 

・投資及び出資金 

・貸付金 

・基金積立額 

・他会計等への公債

費充当財源繰出 

・地方債償還額 

 収支不足 ③ 

4,083,381 千円 

   ①－（②＋③） 68,751 千円 

期首歳計現金残高 

644,949 千円 

 期末歳計現金残高 

713,700 千円 
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（２）－５ 指標による分析 

 ①社会資本形成の世代間負担比率 

公共資産（社会資本整備の結果）に対する地方債残高（将来世代の負担）の割合

または純資産（これまでの世代の負担）の割合から、社会資本の整備が世代間でど

のように負担されているかをみることができます。 

志摩市は、将来世代の負担が前年度と比較して１．２ポイント増の３０．７％、

これまでの世代の負担が前年度と比較して０．２ポイント増の７４．４％となって

います。地方公共団体の平均的な値として、将来世代の負担率が１５～４０％、こ

れまでの世代の負担率が５０～９０％といわれており、その範囲内となっています。 

 

 平成２１年度 平成２２年度 差引（H22－H21） 

公共資産合計      （Ａ） 96,198,492 千円 95,917,297 千円  

地方債残高       （Ｂ） 28,413,011 千円 29,424,681 千円  

純資産合計       （Ｃ） 71,338,590 千円 71,368,925 千円  

将来世代の負担比率   （Ｂ／Ａ） 29.5％ 30.7％ 1.2 

これまでの世代の負担比率（Ｃ／Ａ） 74.2％ 74.4％ 0.2 

 

  ②歳入額対資産比率 

歳入総額に対する資産の割合から、形成されたストックである資産について何年

分の歳入が充当されたかをみることができ、資産形成の規模を測ることができます。

この比率が高いほど社会資本の整備が進んでいるといえます。 

歳入総額対資産比率は４．１年分となっており、前年度と同様です。 

地方公共団体の平均的な値は３～７年分の間といわれており、その範囲内となっ

ています。 

 

 平成２１年度 平成２２年度 差引（H22－H21） 

経常的収入       （Ａ） 22,327,390 千円 22,742,613 千円  

公共資産整備収入    （Ｂ） 2,248,621 千円 2,392,128 千円  

投資・財務的収入    （Ｃ） 581,406 千円 617,038 千円  

期首歳計現金残高    （Ｄ） 648,686 千円 644,949 千円  

歳入総額(A+B+C+D)   （Ｅ） 25,806,103 千円 26,396,728 千円  

資産合計        （Ｆ） 105,759,103 千円 107,106,352 千円  

歳入額対資産比率  （Ｆ）／（Ｅ） 4.1 年分 4.1 年分 0.0 年分 
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 ③受益者負担比率 

行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者負担の金額であるため、

経常収益の行政コストに対する割合を算定することで、受益者負担割合を算定する

ことができます。 

受益者負担率は２．９％となっており、前年度と比較して０．１ポイント増加し

ています。 

地方公共団体の平均的な値は２～８％の間といわれており、その範囲内となって

いますが、他団体と比較を行うなど、適正な比率であるかどうかについて検討して

いく必要があります。 

 

 平成２１年度 平成２２年度 差引（H22－H21） 

経常行政コスト     （Ａ） 21,629,688 千円 21,008,315 千円  

経常収益        （Ｂ） 601,659 千円 614,965 千円  

受益者負担比率    （Ｂ／Ａ） 2.8％ 2.9％ 0.1 

 

 ④行政コスト対公共資産比率 

  経常行政コストの公共資産に対する割合をみることで、資産を活用するためにど

れだけのコストがかけられているか、あるいはどれだけの資産でどれだけの行政サ

ービスを提供しているかをみることができます。 

行政コスト対公共資産比率は２１．９％となっており、前年度と比較して０．６

ポイント減少しています。 

地方公共団体の平均的な値は１０～３０％の間といわれており、その範囲内とな

っています。 

 

 平成２１年度 平成２２年度 差引（H22－H21） 

経常行政コスト     （Ａ） 21,629,688 千円 21,008,315 千円  

公共資産合計      （Ｂ） 96,198,492 千円 95,917,297 千円  

行政コスト対公共資産比率 (A/B) 22.5％ 21.9％ ▲0.6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 14 - 

３．連結財務書類について 

 

（１）連結財務書類とは 

 連結財務書類とは、普通会計のほか、自治体を構成するその他の特別会計や、自治

体と連携協力して行政サービスを実施している関係団体や法人を一つの行政サービ

ス実施主体とみなして作成する財務書類です。 

 志摩市の連結対象範囲は、「新地方公会計制度実務研究会報告書」に基づく「総務

省方式改定モデル」により、普通会計、公営企業会計（法適用）、その他の特別会計、

一部事務組合・広域連合、地方三公社、そして市が一定割合以上出資を行っている第

三セクター等となっています。 

 

（２）連結財務書類の作成基準 

 ①連結対象会計・団体 

区    分 会計・法人名等 

地 

方 

公 

共 

団 

体 

普通会計 

個々の地方公共団体ごとに異なってい

る一般会計など各会計の範囲について

財政比較などをするために、決算統計上

統一的に用いられる会計区分です。 

一般会計 

住宅新築資金等貸付事業特別会

計 

公共用地取得整備特別会計 

公営企業会計

（法適用） 

組織・財務について特例を定めている地

方公営企業法を適用又は一部適用して

いる地方公共団体が営む企業で、独立採

算により経営を行っている会計です。 

水道事業会計 

病院事業会計 

その他の特別

会計 

公営企業会計（法適用）と同様に、特定

の収入をもって事業を行っている会計

で、上記の普通会計及び公営企業会計

（法適用）に属さない会計です。 

国民健康保険特別会計 

老人保健特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

介護保険特別会計 

介護サービス事業特別会計（※） 

下水道事業特別会計 

公共駐車場整備特別会計 

一部事務組合・広域

連合 

複数の地方公共団体が、行政サービスの

一部を共同で行うことを目的として設

置する組織です。 

志摩広域行政組合 

志摩広域消防組合 

鳥羽志勢広域連合 

伊勢地域農業共済事務組合 

三重県後期高齢者医療広域連合 

三重地方税管理回収機構 

地方三公社・第三セ

クター等 

出資法人等については、出資比率が 50%

以上の法人を対象としています。 
志摩市土地開発公社 

※介護サービス事業は一般会計で経理していますが、決算統計上においては普通会計とは区分して特別会計にお

いて経理したものとみなしています。 

※三重県市町職員退職手当組合については、普通会計の財務書類を作成した段階において連結したとみなしてい

ます。 
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 ②調整事項 

  以下の点について、連結を行うに当たって調整を行っているため、各固有の貸借

対照表などとは違いがあります。調整した金額については「相殺等による調整額」

に計上されています。 

 

 ※既存の財務書類を修正している主なもの 

  ・企業会計における企業債を資本から負債に振り替えています。 

  ・企業会計、特別会計の退職手当等引当金は、普通会計に合わせ年度末に全職員

が普通退職したと想定して計上しています。 

 

 ※連結を行うに当たり相殺消去している主なもの 

  ・企業会計・地方三公社・第三セクター等への出資金など 

  ・その他の特別会計への繰出金など 

  ・一部事務組合、広域連合への負担金など 

  ・会計・団体間の未収金・未払金など  
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（３）平成２２年度決算に基づく連結財務書類４表 

 連結財務書類４表について、連結額と会計・団体区分別の内訳を示したものが以下のとおりです。 

 

連結貸借対照表（連結額と会計・団体区分別内訳） 

（平成 23年 3月 31日） 

（単位：千円） 

会計名 普通会計 
公営企業会計
（法適用） 

その他の 

特別会計 

一部事務組合・ 

広域連合 

地方三公社・ 

第三セクター 

相殺等による 

調整額 
連 結 

【資産の部】        

１．公共資産 95,917,297 13,303,808 13,549,331 5,056,310 0 0 127,826,746 

(うち有形固定資産) 95,665,743 13,123,167 13,549,331 5,056,279 0 0 127,394,520 

２．投資等 8,022,229 292,844 425,765 2,081,862 0 ▲998,813 9,823,887 

(うち基金等) 4,116,796 ▲57,389 105,868 2,080,721 0 0 6,245,996 

３．流動資産 3,166,826 1,672,862 1,065,338 883,657 12,825 0 6,801,508 

(うち資金) 3,001,314 1,403,277 987,544 864,954 12,825 0 6,269,914 

４．繰延勘定 0 0 0 0 0 0 0 

資産合計 107,106,352 15,269,514 15,040,434 8,021,829 12,825 ▲998,813 144,452,141 

        

【負債の部】        

１．固定負債 32,613,306 4,769,134 5,666,133 3,917,649 0 0 46,966,222 

(うち地方債) 26,672,699 3,892,453 5,324,908 2,369,181 0 0 38,259,241 

(うち退職手当等引当金) 5,655,922 876,681 341,225 1,541,586 0 0 8,415,414 

２．流動負債 3,124,121 712,103 232,951 321,345 0 0 4,390,520 

(うち翌年度償還予定地方債) 2,751,982 348,793 217,834 243,657 0 0 3,562,266 

負債合計 35,737,427 5,481,237 5,899,084 4,238,994 0 0 51,356,742 

【純資産の部】        

１．公共資産等整備国県補助金等 17,146,104 2,657,068 6,258,556 1,235,186 0 0 27,296,914 

２．公共資産等整備一般財源等 67,644,561 6,441,193 1,794,009 1,309,181 0 ▲1,054,879 76,134,065 

３．他団体及び民間出資分 0 0 0 0 0 0 0 

４．その他一般財源等 ▲13,081,186 690,016 1,088,785 1,238,470 12,825 ▲56,066 ▲9,995,024 

５．資産評価差額 ▲340,554 0 0 0 0 0 ▲340,554 

純資産合計 71,368,925 9,788,277 9,141,350 3,782,837 12,825 ▲998,813 93,095,401 

負債・純資産合計 107,106,352 15,269,514 15,040,434 8,021,831 12,825 ▲998,813 144,452,143 
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連結行政コスト計算書（連結額と会計・団体区分別内訳） 

自 平成 22年 4 月 1 日 

至 平成 23年 3 月 31日 
（単位：千円） 

会計名 普通会計 
公営企業会計
（法適用） 

その他の 

特別会計 

一部事務組合・ 

広域連合 

地方三公社・ 

第三セクター 

相殺等による 

調整額 
連 結 

(１)人件費 4,209,538 1,018,417 237,003 1,200,853 94 0 6,665,905 

(２)退職手当引当金繰入等 178,922 156,463 20,124 312,103 0 0 667,612 

(３)賞与引当金繰入等 291,655 47,828 15,117 74,691 0 0 429,291 

小計 (人にかかる経費) 4,680,115 1,222,708 272,244 1,587,647 94 0 7,762,808 

(１)物件費 3,157,385 1,462,719 393,987 695,413 20 ▲3,341 5,706,183 

(２)維持補修費 167,455 36,874 26,518 8,515 0 0 239,362 

(３)減価償却費 3,705,739 479,908 409,883 260,697 0 0 4,856,227 

小計 (物にかかる経費) 7,030,579 1,979,501 830,388 964,625 20 ▲3,341 10,801,772 

(１)社会保障給付費 3,099,729 0 9,440,844 5,943,925 0 ▲482,566 18,001,932 

(２)補助金等 2,543,869 0 2,599,166 194,746 70 ▲1,960,992 3,376,859 

(３)他会計等への支出額 2,935,878 0 27,140 0 0 ▲2,963,018 0 

(４)他団体への公共資産整備補助金等 230,168 0 0 0 0 0 230,168 

小計 (移転支出的な経費) 8,809,644 0 12,067,150 6,138,671 70 ▲5,406,576 21,608,959 

(１)支払利息 477,831 98,925 125,351 48,395 0 ▲260 750,242 

(２)回収不能見込計上額  10,146 0 ▲11,979 14 0 0 ▲1,819 

(３)その他行政コスト 0 33,237 30,543 51,891 0 0 115,671 

小計 (その他の経費) 487,977 132,162 143,915 100,300 0 ▲260 864,094 

経常行政コスト (Ａ) 21,008,315 3,334,371 13,313,697 8,791,243 184 ▲5,410,177 41,037,633 

        

使用料・手数料 573,129 4,296 0 120 0 0 577,545 

分担金・負担金・寄附金 41,836 14,812 3,930,236 5,473,428 0 ▲2,867,367 6,592,945 

保険料 0 0 2,621,923 0 0 0 2,621,923 

事業収益 0 2,765,310 115,483 579,790 0 0 3,460,583 

その他特定行政サービス収入 0 28,481 55,261 6,227 20 ▲3,199 86,790 

他会計補助金等 0 463,159 1,877,307 0 0 ▲2,340,466 0 

経常収益 (B) 614,965 3,276,058 8,600,210 6,059,565 20 ▲5,211,032 13,339,786 

        

(差引)純経常行政コスト(A)－(B) 20,393,350 58,313 4,713,487 2,731,678 164 ▲199,145 27,697,847 
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連結純資産変動計算書（連結額と会計・団体区分別内訳） 

自 平成 22年 4 月 1 日 

至 平成 23年 3 月 31日 

（単位：千円） 

会計名 普通会計 
公営企業会計

（法適用） 

その他の 

特別会計 

一部事務組合・ 

広域連合 

地方三公社・ 

第三セクター 

相殺等による 

調整額 
連 結 

期首純資産残高 71,338,590 9,740,854 9,580,147 3,912,218 12,989 ▲1,064,879 93,519,919 

純経常行政コスト ▲20,393,350 ▲58,313 ▲4,713,487 ▲2,731,678 ▲164 199,145 ▲27,697,847 

一般財源 

 地方税 

 地方交付税 

 その他行政コスト充当財源 

 

5,807,722 

8,654,619 

1,661,108 

 

 

 

 

 

 

 

144 

 

 

 

31,499 

 

 

 

 

 

 

 

▲129,679 

 

5,807,722 

8,654,619 

1,563,072 

補助金等受入 4,675,075 50,088 4,274,546 2,548,716   11,548,425 

臨時損益 

 災害復旧事業費 

 公共資産除売却資産 

 投資損失 

 収益事業純損失 

 

▲6,098 

▲25,413 

▲284,702 

 

 

 

4,082 

 

▲9,726 

 

 

 

 

 

 

 

6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲6,098 

▲21,325 

▲284,702 

▲9,726 

出資の受入・新規設立  3,400    ▲3,400 0 

資産評価替えによる変動額 ▲58,626      ▲58,626 

無償受贈資産受入        

その他  57,892     22,076   79,968 

期末純資産残高 71,368,925 9,788,277 9,141,350 3,782,837 12,825 ▲998,813 93,095,401 
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連結資金収支計算書（連結額と会計・団体区分別内訳） 

自 平成 22年 4 月 1 日 

至 平成 23年 3 月 31日 

（単位：千円） 

会計名 普通会計 
公営企業会計

（法適用） 

その他の 

特別会計 

一部事務組合・ 

広域連合 

地方三公社・ 

第三セクター 

相殺等による 

調整額 
連 結 

経常的支出合計 17,187,085 2,826,348 12,908,740 8,406,931 184 ▲5,199,443 36,129,845 

経常的収入合計 22,497,015 3,354,727 12,985,165 8,355,009 20 ▲5,337,257 41,854,679 

経常的収支 5,309,930 528,379 76,425 ▲51,922 ▲164 ▲137,814 5,724,834 

        

公共資産整備支出合計 3,795,524 397,371 0 253,710 0 ▲8,933 4,437,672 

公共資産整備収入合計 2,392,128 280,250 0 140,767 0 0 2,813,145 

公共資産整備収支 ▲1,403,396 ▲117,121 0 ▲112,943 0 8,933 ▲1,624,527 

        

投資・財務的支出合計 3,370,790 596,412 316,546 274,605 0 ▲405,201 4,153,152 

投資・財務的収入合計 617,038 262,547 68,257 274,469 0 ▲276,320 945,991 

投資・財務的収支 ▲2,753,752 ▲333,865 ▲248,289 ▲136 0 128,881 ▲3,207,161 

        

当年度資金増減額 1,152,782 77,393 ▲171,864 ▲165,001 ▲164 0 893,146 

期首資金残高 1,848,532 1,325,884 1,159,408 1,030,574 12,989 0 5,377,387 

負担割合変更に伴う差額 0 0 0 ▲619 0 0 ▲619 

期末資金残高 3,001,314 1,403,277 987,544 864,954 12,825 0 6,269,914 
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４．用語解説 

 

【貸借対照表】（普通会計） 

用 語 解  説 

有形固定資産 行政サービスを提供するために使用する資産など 

行政目的別に分類しているが、予算科目との対応は以下のとおり 

貸借対照表 予算科目 

生活インフラ・国土保全 土木費 

教育 教育費 

福祉 民生費 

環境衛生 衛生費 

産業振興 農林水産業費、労働費、商工費 

消防 消防費 

総務 総務費、その他 
 

売却可能資産 遊休資産や未利用資産などの売却が可能な資産 

普通財産（公用又は公共用に供されていない、又は供される予定でない

財産）のうち売却可能な土地及び建物を計上 

投資及び出資金 公営企業会計への出資金や民間企業の株式、財団法人への出損金など 

投資損失引当金 将来発生する可能性のある投資損失見込額 

出資先団体の資産や負債の状況から、損失の見込額を算定 

長期延滞債権 市税や貸付金・使用料などの収入未済額のうち、１年以上経過したもの 

未収金 市税や貸付金・使用料などの収入未済額のうち、１年以内に発生したも

の 

その他特定目的基金 地域振興基金や地域福祉基金など、特定の目的のために設けている基金 

財政調整基金 年度間の財源調整を図り、財政の健全な運営のために設けている基金 

減債基金 地方債の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設けている

基金 

回収不能見込額 長期延滞債権や未収金のうち、将来回収不能と見込まれる額 

過去の不納欠損の実績などから算定 

退職手当引当金 将来発生すると考えられる退職手当見込額を負債計上したもの 

特別職を含む全職員が年度末に普通退職したと仮定して算定。翌年度支

払予定の額は、流動負債の「翌年度支払予定退職手当」に計上。なお、

退職手当組合に加入している場合は、翌年度の退職手当は退職手当組合

から支給されるため、翌年度支払予定退職手当を計上しない。 

損失補償等引当金 将来発生する可能性のある損失補償等の履行見込額を負債計上したも

の。債務残高の額などを基準として算定 

賞与引当金 将来発生すると考えられる期末勤勉手当見込額を負債計上したもの 

翌年度６月支給分の支給対象期間の１２月から翌年５月までのうち、 

１２月～翌年３月までの４箇月分を算定 
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【行政コスト計算書】（普通会計） 

用 語 解  説 

人件費 給与（報酬、職員給、各種手当など）から退職手当及び前年度賞与引当金

を除いた額 

退職手当引当金繰入

等 

賞与引当金繰入額 

貸借対照表上のそれぞれの引当金の項目に、当年度繰り入れた額 

物件費 旅費、備品購入費、委託料、光熱水費などの経費 

維持補修費 施設などの維持修繕に要する経費 

減価償却費 有形固定資産が経年劣化などに伴い、価値が減少したと認められる額 

社会保障給付 児童手当の支給、高齢者や障害者に対する援護措置、生活保護などに要す

る経費 

補助金等 各種団体に対する補助金など 

他会計等への支出額 特別会計など他会計に対する繰出金 

他団体への公共資産

整備補助金等 

貸借対照表の欄外に注記した「他団体及び民間への支出金により形成され

た資産」の当該年度分支出額 

支払利息 地方債及び一時借入金の利子支払額 

回収不能見込計上額 貸付金や未収金などについて、貸借対照表上の回収不能見込額に当年度計

上した額 

使用料 施設を利用した際に徴収する料金などの調定額 

手数料 戸籍や住民票、税務証明の発行など公の役務の提供に対し徴収する料金の

調定額 

分担金・負担金・寄

附金 

分担金・負担金、寄附金の調定額 

純経常行政コスト 経常行政コストから行政サービス提供の対価である使用料・手数料や分担

金・負担金などの経常収益を差し引いた額 

これについては市税など一般財源等により賄われる 
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【純資産変動計算書】（普通会計） 

用 語 解  説 

公共資産等整備国県

補助金等 

公共資産等整備一般

財源等 

貸借対照表の有形固定資産、投資及び出資金、貸付金、基金（公共資産

整備に充当しないことが明らかなものを除く）を形成している財源 

その他一般財源等 貸借対照表の公共資産等整備以外の財源 

資産評価差額 時価評価に伴う変動額や、寄附などにより無償で受贈した場合の評価差

額 

地方税 市民税、固定資産税、軽自動車税など 

地方交付税 普通交付税、特別交付税 

その他行政コスト充

当財源 

地方譲与税、地方消費税交付金、地方特例交付金など 

補助金等受入 国や県からの補助金 

臨時損益 経常的でない特別な事由に基づく損益 

災害復旧事業費 災害によって被害を受けた施設などを復旧するための事業費 

科目振替 純資産を構成する科目相互間での資金の振替のための項目 

公共資産整備への財

源投入 

貸借対照表の公共資産を整備するために投じられた財源の変動 

公共資産処分による

財源増 

土地の売却など資産処分による財源の変動 

貸付金・出資金等への

財源投入 

貸借対照表の投資及び出資金、貸付金、基金に投じられた額 

貸付金・出資金等の回

収等による財源増 

投資及び出資金、貸付金、基金を回収したことによる財源の変動 

減価償却による財源

増 

減価償却による公共資産等形成の財源からその他一般財源等への振替 

資産評価替えによる

変動額 

売却可能資産を時価評価したことによる変動額など 

無償受贈資産受入 寄附などにより無償で受贈した資産の貸借対照表計上額 

 


